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第１章 総則  

（目的） 

第１条 この規程は、公文書等の管理に関する法律（平成２１年法律第６６号。以下「法」

という。）第１３条第１項の規定に基づき、独立行政法人中小企業基盤整備機構（以

下「機構」という。）における法人文書の迅速かつ確実な処理及び適正な管理を行う

ために必要な事項を定め、もって機構の事務効率の向上に資するとともに、機構の目

的を達成するための諸活動を国民に説明する責務を全うされるように資することを

目的とする。 

（適用範囲） 

第２条 機構における文書の処理及び管理については、別に定めるところによる場合を

除き、この規程の定めるところによる。 

（用語の定義） 

第３条 この規程における用語の定義は、次のとおりとする。 

一 法人文書 機構の役職員が職務上作成し、又は取得した文書、図画及び電磁的記

録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方

式（以下「電子的方式」という。）で作られた記録をいう。以下同じ。）であって、

機構の役職員が組織的に用いるものとして機構が保有しているものをいう。ただし、

法第２条第５項各号に掲げるものを除く。 

二 電子法人文書 法人文書のうち電磁的記録（電子計算機による情報処理の用に供

されるものに限る。）をいう。 

三 法人文書ファイル 能率的な事務又は事業の処理及び法人文書の適切な保存の

目的を達成するためにまとめられた、相互に密接に関連を有する法人文書（保存期

間が１年以上のものであって、保存期間を同じくすることが適当であるものに限

る。）の集合物をいう。ただし、単独で管理することが適当と認められる法人文書

については当該法人文書を法人文書ファイルとみなす。 



四 電子法人文書ファイル 法人文書ファイルのうち電子的方式により作成された

ものをいう。 

五 法人文書管理システム 法人文書の取得、決裁、保存その他の情報を管理するシ

ステムをいう。 

六 法人文書分類基準 法人文書の適切な保存のため、機構の事務及び事業の性質、

内容等に応じた系統的な法人文書の分類の基準であって、大分類、中分類及び小分

類の３段階のツリー構造をしたものをいう。 

七 法人文書分類基準表 法人文書ファイルの適切な分類及び保存のため、法人分類

基準の小分類の下に法人文書ファイルを類型化した標準法人文書ファイルの名称

その他必要な事項を記載した体系のものをいう。 

八 起案文書 機構の意思決定の権限を有する者が押印、署名又はこれらに類する行

為を行うことにより、その内容を機構の意思として決定し、又は確認するために起

案した法人文書（供覧文書及び起案用紙に付された参考資料を含む。）をいう。 

九 部等 独立行政法人中小企業基盤整備機構組織規程（平成１６年規程第２号。以

下「組織規程」という。）第３条に規定する本部の部等及び組織規程第２条第２項

に規定する地域本部等並びにこれらに準ずるものとして総務部長の指定するもの

をいう。 

十 課等 組織規程に規定する本部、地域本部等の課及び室並びにこれらに準ずるも

のとして総務部長の指定するものをいう。 

十一 総括課等 部等の事務を総括する課並びにこれらに準ずるものとして総務部

長が指定するものをいう。 

十二 主務部等 法人文書に記載された事案について最も深い関係を有する部等を

いう。 

十三 主務課等 法人文書に記載された事案について最も深い関係を有する課等を

いう。 

（事務処理の原則） 

第４条 機構の意思決定に当たっては、法人文書（図画及び電磁的記録を含む。以下こ

の条において同じ。）を作成して行うこと並びに機構の事務及び事業の実績について

法人文書を作成することを原則とする。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。 

一 機構の意思決定と同時に法人文書を作成することが困難な場合 

二 処理に係る事案が軽微なものである場合 

２ 前項第一号に該当し、法人文書を作成せずに事務の処理をした場合にあっては、事

後に、速やかに文書を作成しなければならない。 

 （規程及び要領の処理） 

第５条 本部において定める規程及び要領には、全て年月日（年は和暦とする）、番号

をつけ、総務課において年度別に作成する規程原簿、要領原簿に所要事項をそれぞれ

記載しなければならない。 



２ 前項の規程及び要領の区分は、原則として、次の各号の定めるところによる。 

一 規程 機構の運営及び業務の実施に関する基本的な事項を定めるものをいう。 

二 要領 規程に準ずるもので規程を実施するために必要な事項又は規程に基づか

ないが具体的な事項を定めるものをいう。 

（法人文書の管理体制） 

第６条 本部に総括文書管理者及び副総括文書管理者各１人を置き、各部等に主任文書

管理者及び主任文書管理担当者各１人を置き、各課等に文書管理者及び文書管理担当

者各１人を置き、本部に監査責任者を１名置く。 

２ 総括文書管理者は、総務部長をもって充てる。 

３ 副総括文書管理者は、総務部総務課長をもって充てる。 

４ 主任文書管理者は、総括課等の長をもって充てる。 

５ 文書管理者は、課等の長をもって充てる。 

６ 主任文書管理者は、総括課等の職員のうちから、主任文書管理担当者を命じ、その

氏名を総括文書管理者に報告しなければならない。これを変更したときも同様とする。 

７ 文書管理者は、各課等の職員のうちから、文書管理担当者を命じ、その氏名を主任

文書管理者を経由して総括文書管理者に報告しなければならない。これを変更したと

きも同様とする。 

８ 監査責任者は、監査統括室長をもって充てる。 

 （総括文書管理者等の職務） 

第７条 総括文書管理者は、次に掲げる事務を行うものとする。ただし、必要に応じて、

その事務を副総括文書管理者に委任できるものとする。 

一 法人文書の独立行政法人中小企業基盤整備機構文書管理規程等の整備 

二 法人文書分類基準表及び法人文書ファイル管理簿の整備及び管理 

三 法人文書の管理に関する事務の指導及び監督並びに研修等の実施 

四 前 3号に掲げるもののほか、法人文書の管理に関する事務の総括 

２ 副総括文書管理者は、総括文書管理者の命を受け、総括文書管理者を補佐するもの

とする。 

３ 主任文書管理者は、部等の文書管理に係る事務を総括するものとする。 

４ 文書管理者は、次の事務を行うものとする。 

一 法人文書分類基準表及び法人文書ファイル管理簿のうち課等の保有する法人文

書に係る部分の作成及び保存 

二 課等の保有する法人文書の保存期間の延長、移管又は廃棄 

三 前２号に掲げるもののほか、課等の保有する法人文書の管理に関する事務 

５ 主任文書管理担当者は、主任文書管理者の命を受け、主任文書管理者を補佐するも

のとする。 

６ 文書管理担当者は、文書管理者の命を受け、文書管理者を補佐するものとする。 

７ 監査責任者は、法人文書の管理の状況について監査を行うものとする。 



（役職員の責務） 

第８条 役職員は、総括文書管理者及び文書管理者の指示に従い、法人文書を適正に管

理しなければならない。 

（備付簿冊等） 

第９条 総務部総務課には、次の簿冊を備えるものとする。 

一 法人文書ファイル管理簿（様式第１） 

二 規程原簿（様式第２） 

三 要領原簿（様式第３） 

第２章 受付け及び配布 

（総務課等の受付け） 

第１０条 法人文書の受付けは、本部、地域本部の総務課又は総括課等、大学校及び事

務所（組織規程第８条に規定する臨時の組織である事務所を含む。）の主任文書管理

者（以下「総務課等」という。）において行うものとする。ただし、次に掲げる場合

は、直接主務課等において受け付けるものとする。 

一 使送、電報、ファクシミリ又は電子メールにより受け取るとき。 

二 請願文書又は陳情文書をその請願又は陳情の名あて人又はその代理人が直接請

願人又は陳情人から受け取るとき。 

三 許認可の申請文書に対する回答その他の法人文書に関する内容が主務課等の業

務に直接に関連する法人文書を受け取るとき。 

 （配布） 

第１１条 総務課等は、前条本文の規定により受け付けた法人文書を主任文書管理担当

者に直ちに配布するものとする。 

２ 前項により法人文書の配布を受けた主任文書管理担当者は、当該法人文書を文書管

理担当者に直ちに配布するものとする。 

（所管外文書） 

第１２条 文書管理担当者は、前条第２項の規定により配布された法人文書の中にその

部等の又は課等の所管に属しないものがある場合は、直ちに文書管理主管課、総括課

等又は主務課等に返付し、又は回付する等適切な措置をとるものとする。 

（主務課等の受付等） 

第１３条 文書管理担当者は、法人文書を第１０条ただし書の規定により受け付け、又

は第１１条第２項の規定により配布を受けた場合は当該事案の担当者に直ちに法人

文書を配布するものとする。 

２ 当該事案の担当者は前項により配布された場合は、当該法人文書を法人文書管理シ

ステムに当該法人文書の件名、受付年月日等所要の事項を登録し、文書番号を取得す

るものとする。 

第３章 作成及び処理 

（法人文書作成の原則） 



第１４条 法人文書の作成に当たっては、分かりやすい用字用語により的確かつ簡潔に

記載するものとする。 

２ 法人文書の作成に当たっては、作成担当課等、作成時期、保存期間及び保存期間満

了時期を明示しなければならない。 

第１５条 機構の役職員は、法人文書として文書等を職務上作成し、又は取得しようと

するときは、法人文書としての表示を適切に付さなければならない。 

２ 機構の役職員は、法人文書以外のものとして、文書等を作成し、又は取得しようと

するときは、組織名や役職名を付すなど法人文書としての表示及びこれに類似の表示

を付してはならない。 

（起案の方法） 

第１６条 起案は、原則として法人文書管理システムにより作成し、一つの事案ごとに

行うものとする。 

２ 起案をする場合は、原則として、次に掲げるところによるものとする。 

一 起案様式（様式第４）を用い、その該当欄にそれぞれ必要事項を記載し、当該事

案についての決裁を行うべき者（以下「決裁者」という。）及び承認を行うべき者

（以下「承認者」という。）の職名を表示すること。 

二 必要に応じ、事案の概要、起案理由、経緯等を付記し、かつ、参考資料を添付す

ること。 

三 起案文書一式は、原則として、一括して区分すること。 

四 決裁日と異なる日から施行する場合は、施行年月日を起案の鑑に記載すること。 

３ 起案者は、起案に際し、法人文書管理システムに起案件名、起案年月日、文書番号

及び決裁区分等所要の事項を登録するものとする。 

（文書番号） 

第１７条 第１３条第２項及び前条の文書番号は、別表の例によるものとし、文書番号

の号数は登録日ごとに管理する。 

（決裁又は承認の方法） 

第１８条 決裁又は承認は、起案文書の所定の箇所に押印、署名又はこれらに類する行

為により行うものとする。 

２ 起案文書の承認の順序は、当該起案文書に表示した合議先の順序とする。ただし、

合議すべき者が不在であって、次の各号の一に該当する場合には、当該 合議をすべ

き者への合議は後伺いとして処理することができる 

 一 緊急に処理を要するとき 

二 合議をすべき者があらかじめその事案の内容を知っているとき 

（合議文書） 

第１９条 他の部等に合議を必要とする起案文書で主務部等の長の決裁又は承認を終

えたものについては、文書管理担当者は、合議をする部等の課等の文書管理担当者に

送付しなければならない。 



２ ２以上の部に合議する場合は、起案文書中、合議部の欄に記載された順序に従って

合議するものとする。 

３ 前２項の規定は、２以上の部等にまたがる文書の供覧手続について準用する。 

 （起案文書の修正） 

第２０条 起案文書を修正する場合は、修正した部分に押印又はこれらに類する行為に

より行うものとする。 

２ 内容の変更を伴う修正については、起案者に連絡をしてこれを行う。この場合にお

いて、起案者は、その修正の内容がそのときまでの承認者に関係のあるものであると

きは、その者に連絡するものとする。 

（廃案） 

第２１条 起案文書について、決裁者が反対の決定をした場合又は決裁手続中において

起案課等の長が撤回の決定をした場合には、当該起案文書は廃案となるものとする。 

２ 廃案となった起案文書は、起案様式（様式第４）に「廃案」の表示をして整理し、

併せて主管課等は合議済みの部、課又は室にその旨を連絡しなければならない。 

（持ち回り） 

第２２条 紙媒体の起案文書で秘密を要する場合又は緊急を要する場合は、起案担当者

が原議書を合議をする部等の課等に持ち回って当該部長、課長又は室長の決裁を求め

ることができる。 

（発送の方法） 

第２３条 法人文書の発送は、次の各号に掲げる方法により、当該各号に掲げる課等に

おいて行うものとする。 

一 郵便又は宅配便 本部、地域本部等の総務課等 

二 使送（届出等を含む。） 主務課等 

三 ファクシミリ 主務課等 

四 電子メールその他の電子計算機を利用した方法 主務課等 

２ 機構内への発送は、原則として、電子メールその他の電子計算機を利用した方法を

利用するものとする。 

３ ファクシミリによる発送は、軽易な法人文書又は緊急に処理を要する法人文書に限

るものとする。 

 （発送の手続） 

第２４条 文書管理担当者は、決裁を終えた後、速やかに、浄書及び照合し、前条に定

める方法により、発送しなければならない。 

２ 前項の規定により発送する文書には、公印の押印を省略するものとする。ただし、

法令並びに機構内の規程及び要領に基づき押印を必要とする場合、施行の相手先が公

印の押印を求めている場合その他総括文書管理者が公印の押印を承認した場合は、公

印の押印ができるものとする。 

３ 文書管理担当者は、一定の字句及び内容のものを多数印刷する場合その他特段の理



由がある時は、公印の印影を印刷して押印に代えることができる。 

４ 前３項の規定により、法人文書を発送したときは、文書管理担当者は、発送年月日

を起案の鑑に記載するものとする。 

第４章 整理及び保存 

（整理及び保存の原則） 

第２５条 法人文書は、散逸、消失、汚損、改ざん等のないよう整然と整理し、常にそ

の所在並びに処理の経過及びその状況を明らかにしておくとともに、組織としての管

理が適切に行い得る場所で保存するものとする。 

（法人文書分類基準表） 

第２６条 文書管理者は、課等が保有する法人文書について、法人文書分類基準を定め、

課等の法人文書分類基準表を作成するものとする。 

２ 文書管理者は、課等の法人文書分類基準表を年に１回以上見直し、必要があると認

めるときは、改定を行うものとする。 

３ 総括文書管理者は、課等の法人文書分類基準表をとりまとめ、法人文書分類基準表

を整備するとともに、これを管理するものとする。 

（法人文書ファイル） 

第２７条 主務課等において、法人文書（保存期間が１年以上のものに限る。）を取得

し、又は作成した場合は、速やかに法人文書ファイルとしてまとめるものとする。 

２ 法人文書ファイルをまとめるに当たっては、原則として、一つの法人文書ファイル

に属する法人文書の数が過度に多くならないようにするものとする。 

３ 法人文書ファイルは、必要に応じて、法人文書ファイル管理簿を調整の上、分割し、

又は統合することができる。 

 （法人文書ファイル管理簿） 

第２８条 機構の保有する法人文書の管理を的確に行うため、文書管理者は、課等の保

有する法人文書ファイルごとに、次に掲げる事項（以下「書誌的情報」という。）を

記載した法人文書ファイル管理簿を作成するものとする。 

一 文書分類 

二 法人文書ファイル名 

三 作成担当課等 

四 作成又は取得時期、保存期間、保存期間満了時期及び保存期間が満了したときの

措置 

五 保存場所 

六 媒体の種別 

七 管理担当課等 

八 備考 

２ 法人文書ファイルの作成又は取得の時期は、法人文書ファイルにまとめられた法人

文書のうち第３１条の規定により定められた起算の日が最も古いものの時期とする。 



３ 法人文書ファイルの保存期間満了時期は、法人文書ファイルにまとめられた法人文

書のうち保存期間の満了する日が最も遅いものの時期とする。 

４ 法人文書ファイルの保存期間は、第２項で定める時期から前項で定める時期までの

期間とする。 

５ 書誌的情報が独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成１３年法律

第１４０号）第５条各号の不開示情報に該当するおそれがある場合は、当該不開示情

報が明示されないようにしなければならない。 

６ 文書管理者は、課等の保有する法人文書に係る法人文書ファイル管理簿を年に 1回

以上更新するものとする。 

７ 総括文書管理者は、課等の法人文書ファイル管理簿をとりまとめ、法人文書ファイ

ル管理簿を整備するとともに、これを管理するものとする。 

８ 法人文書ファイル管理簿は、法人文書管理システム上のデータベースとして整備す

るものとする。 

９ 法人文書ファイル管理簿は、本部及び地域本部に備えて一般の閲覧に供するととも

に、インターネットで公表するものとする。 

１０ 前項の本部及び地域本部の場所は官報で公示するものとする。当該場所を変更し

た場合も同様とする。 

 （電子法人文書の整理及び保存） 

第２９条 電子法人文書の保存に当たっては、記録媒体の経年劣化等による消失及び変

化、改ざん、盗難、漏えい等を防止する措置を講じるとともに、電子法人文書又は当

該文書の書誌的情報の内容が必要に応じ、電子計算機等を用いて直ちに表示できるよ

う措置するものとする。 

 （保存期間） 

第３０条 法人文書を作成し、又は取得した場合は、次に掲げる法人文書の区分に従い、当

該法人文書について保存期間の満了する日を設定するとともに、当該法人文書を当該保

存期間の満了する日までの間保存することとする。 

第１類 ３０年 

第２類 ２０年 

第３類 １０年 

第４類  ５年 

第５類  ３年 

第６類  １年 

第７類 事務処理上必要な１年未満の期間 

２ 保存期間の設定においては、法第２条第６項の歴史公文書等に該当するとされた法

人文書にあっては、１年以上の保存期間を定めるものとする。 

３ 一つの法人文書ファイルにまとめられた法人文書の保存期間については、第１項の

規定にかかわらず、第２８条第４項に定める当該法人文書ファイルの保存期間とする。 



（保存期間の起算） 

第３１条 前条第１項第１類から第６類までに属する法人文書の保存期間は、作成又は取

得の日の属する年度の翌年度の４月１日から起算する。ただし、これにより難い場合は、

作成又は取得の日以後の適切な日とする。 

２ 前条第１項に掲げる第７類に属する法人文書の保存期間は、作成又は取得の日から起

算する。ただし、これにより難い場合は、作成又は取得の日以後の適切な日とする。 

（保存期間が満了したときの措置） 

第３２条 文書管理者は、法人文書ファイルについて、保存期間の満了前のできる限り早い

時期に、保存期間が満了したときの措置を定めなければならない。 

２ 前項の措置は、総括文書管理者の同意を得た上で、法人文書ファイル管理簿への記載に

よりこれを定めるものとする。 

３ 総括文書管理者は、前項の同意に当たっては、必要に応じ、独立行政法人国立公文書館

（以下「国立公文書館」という。）の専門的技術的助言を求めることができる。 

 （保存期間の延長） 

第３３条 保存期間が満了した法人文書について、文書管理者は、職務の遂行上必要が

あると認めるときは、一定の期間を定めて、保存期間の延長をすることができる。こ

の場合において、当該延長に係る保存期間が満了した後にこれを更に延長しようとす

るときも、同様とする。 

２ 次に掲げる法人文書については、保存期間の満了する日以後においても、その区分

に応じてそれぞれ次に定める期間が経過する日までの間、保存期間を延長するものと

する。この場合において、一の区分に該当する法人文書が他の区分にも該当するとき

は、それぞれの期間が経過する日のいずれか遅い日までの間保存することとする。 

一 現に監査、検査等の対象となっている法人文書 当該監査、検査等が終了するま

での間 

二 現に係属している訴訟における手続上の行為をするために必要とされる法人文

書 当該訴訟が終結するまでの間 

三 現に係属している不服申立てにおける手続上の行為をするために必要とされる

法人文書 当該不服申立てに対する裁決又は決定の翌日から起算して１年間 

四 譲渡、賃貸契約等に関する法人文書 譲渡若しくは賃貸相手方との権利義務が消

滅するまでの間 

五 開示請求があった法人文書 開示決定又は不開示決定の日の翌日から起算して

１年間 

 （書庫の設置） 

第３４条 長期の保存を必要とする法人文書（電磁的記録を除く。）を適切に保存する

ために書庫を設置し、副総括文書管理者がこれを管理するものとする。 

 （書庫の利用） 

第３５条 文書管理者は、毎年４月３０日までに、前年度中に完結した文書であって第



３０条第１項に掲げる第１類から第４類までに属するものを書庫に移転するものと

する。ただし、当該法人文書を移転することによって著しく事務に支障が生ずるおそ

れがあると認められる場合は、移転を延期することができる。 

２ 書庫内の法人文書は、当該法人文書の文書管理者が管理するものとする。 

３ 書庫に移転した法人文書は、法人文書ファイル単位で書庫に移転し、管理し、又は

整理保存するものとする。 

４ 前項の規定にかかわらず、文書管理者は、主務課等別、保存類別及び年度別又は件

別に分け、保存箱に収納して、整理保存することができる。 

５ 保存箱には、主務課等名、法人文書名その他必要な事項を記載するものとする。 

 （保存文書の移管又は廃棄） 

第３６条 文書管理者は、保存期間が満了した法人文書について、独立行政法人国立公

文書館に移管、又は廃棄しなければならない。 

２ 文書管理者は、法人文書を保存期間が満了する前に廃棄しなければならない特別の

理由がある場合は、理事長の承認を得て廃棄することができるものとする。この場合

において、廃棄する法人文書の名称、当該特別の理由及び廃棄した年月日を記載した

記録を作成することとする。 

３ 文書管理者は、法人文書を国立公文書館に移管し、又は廃棄した場合は、その記録

を保存するものとする。 

４ 不開示情報が含まれている法人文書については、当該不開示情報が漏えいしないよ

うに廃棄するものとする。 

５ 文書管理者は、第１項又は次項の規定により移管する法人文書に、法第１６条第１

項第２号に掲げる場合に該当するものとして国立公文書館において利用の制限を行

うことが適切であると認める場合には、総括文書管理者の同意を得た上で、国立公文

書館に意見を提出しなければならない。 

６ 第１項の規定にかかわらず、第３０条第１項第１類に属する法人文書であって、国

立公文書館へ移管の措置をとるものについては、当該法人文書の保存期間を２０年ま

で短縮することができる。 

（貸出し） 

第３７条 関係者以外の機構の役職員は、貸出しを受けようとする法人文書を管理して

いる文書管理者の許可を受けて、法人文書の貸出しを受けることができる。ただし、

秘密の保全を要すると認められ、かつ、不開示情報に該当する可能性があると認めら

れる部分を含む法人文書（以下「秘密文書」という。）については、秘密文書の指定

をした者の許可を受けるものとする。 

 （法人文書の紛失） 

第３８条 前条の規定により法人文書の貸出しを受けた者がこれを紛失したときは、法

人文書紛失届（様式第５）に所要事項を記入し、当該主管課等の長を経由して当該文

書管理者に提出しなければならない。 



   第５章 点検・監査及び管理状況の報告等 

（点検・監査） 

第３９条 文書管理者は、自ら管理責任を有する法人文書の管理状況について、少なく

とも毎年度一回、点検を行い、その結果を総括文書管理者に報告するものとする。 

２ 監査責任者は、法人文書の管理状況について、少なくとも毎年度一回、監査を行い、

その結果を総括文書管理者に報告するものとする。 

３ 総括文書管理者は、点検又は監査の結果等を踏まえ、法人文書の管理について必要

な措置を講じるものとする。 

（紛失等への対応） 

第４０条 文書管理者は、法人文書ファイル等の紛失及び誤廃棄が明らかとなった場合

は、直ちに総括文書管理者に報告するものとする。 

２ 総括文書管理者は、前項の報告を受けたときは、速やかに被害の拡大防止等のため

に必要な措置を講じるものとする。 

（管理状況の報告等） 

第４１条 総括文書管理者は、法人文書ファイル管理簿の記載状況その他の法人文書の

管理状況について、毎年度、内閣府に報告するものとする。 

２ 総括文書管理者は、集中管理の推進に努めるものとする。 

   第６章 研修 

（研修の実施） 

第４２条 機構は、職員に対し、法人文書の管理を適正かつ効果的に行うために必要な

知識及び技能を習得させ、又は向上させるために必要な研修を行うものとする。 

（研修への参加） 

第４３条 文書管理者は、機構及び国立公文書館その他の機関が実施する研修に職員を

積極的に参加させるものとする。 

第７章 秘密文書の扱い 

 （秘密の保全） 

第４４条 機構における文書のうち、その内容により、他に漏らしてはならないものは、

この規程の定めるところにより取り扱わなければならない。 

２ 秘密文書は、他の法人文書と区別して取り扱い、当該法人文書の処理に直接関係の

ある者以外の者には、その内容を漏えいしてはならない。 

 （秘密文書の区分） 

第４５条 前条に定める秘密文書は、次の２種とする。 

一 秘文書 機構の重要機密等であって、関係者以外には知らせてならないもの 

二 人事機密文書 人事管理上の理由により、関係者以外に知らせてはならないもの 

 （秘密文書の指定等） 

第４６条 秘密文書の指定及び指定の廃止は、主務部等の長が行うものとする。 

２ 秘密区分の指定は、秘密文書である期間を明らかにして行うものとする。 



 （秘密区分の表示等） 

第４７条 秘密文書には、当該文書が起案文書である場合は、秘密区分及び期間を起案

様式（様式第４）の該当欄に表示し、起案文書以外の法人文書である場合は、当該法

人文書の秘密区分に応じ、右上部に表示し、当該法人文書の秘密取扱期間を表示する

ものとする。 

 （秘密文書の複製等） 

第４８条 秘密文書に属する法人文書は、秘密文書の指定をした者の承認を受けて複製

することができる。 

２ 前項の規定により複製された法人文書についても、秘密文書として取り扱うものと

する。 

 （秘密文書の保管等） 

第４９条 主任文書管理担当者は、秘密文書の送付先の一覧表を作成し、常に秘密文書

の所在を明らかにしておくものとする。 

２ 秘密文書の保管は、当該法人文書の処理に直接関係のある者以外の者に漏洩しない

よう厳重に行わなければならない。 

３ 秘密文書を作成したときは、その作成部数を明らかにし、必要な場合には、一連番

号を付しておかなければならない。 

４ 秘密文書を配布した場合には、その配布先を明らかにしなければならない。 

（秘密文書の決裁） 

第５０条 秘密文書の決裁を受けるときは、原則として、袋に入れ、起案者が持ち回り

をしなければならない。 

２ 秘密文書を発送するときは、親展扱いとする。 

第８章 雑則 

 （例外規定） 

第５１条 前条までに規定するもののほか、会計に関する文書、人事の発令に関する文

書その他の文書で前条までの規定を適用することが困難又は不適当なものについて

は、文書管理者が副総括文書管理者に協議して特例を定めることができる。 

 （法令の規定による特例） 

第５２条 法令及びこれに基づく命令の規定により、法人文書の分類、作成、保存、廃

棄その他の法人文書の管理に関する事項について特別の定めが設けられている場合

にあっては、当該事項については、当該法令及びこれに基づく命令の定めるところに

よる。 

 （細則） 

第５３条 この規程の施行に関し必要な事項は別に定める。 

 

   附 則 

１．この規程は、平成１６年７月１日から実施する。 



２．この規程の施行前に作成又は取得され、中小企業総合事業団法人文書管理規程（１

４中小総甲第２３４号）、地域振興整備公団法人文書管理規程（規程１４第１０号）

及び産業基盤整備基金法人文書管理規程の規定により保存期間を定められた法人文

書の保存期間については、なお、従前の例による。 

   附 則（規程１６第６５号） 

１ この規程は、平成１７年４月１日から施行する。 

   附 則（規程１７第１３号） 

１ この規程は、平成１７年７月１日から施行する。 

   附 則（規程１７第２３号） 

１ この規程は、平成１７年９月２日から施行する。 

附 則（規程１８第１０号） 

１ この規程は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則（規程１８第２３号） 

１ この規程は、平成１８年７月１日から施行する。 

附 則（規程１８第７０号） 

１ この規程は、平成１９年１月１日から施行する。 

附 則（規程１８第７６号） 

１ この規程は、平成１９年２月１日から施行する。 

附 則（規程１８第９０号） 

１ この規程は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（規程１９第４８号） 

１ この規程は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（規程２０第３号） 

１ この規程は、平成２０年６月１日から施行する。 

附 則（規程２０第１８号） 

１ この規程は、平成２０年１１月１日から施行する。 

附 則（規程２２第１７号） 

１ この規程は、平成２２年８月１日から施行する。 

附 則（規程２２第２９号） 

１ この規程は、平成２２年１２月１日から施行する。 

附 則（規程２２第５６号） 

１ この規程は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（規程２３第３６号） 

１ この規程は、平成２３年９月３０日から施行し、平成２３年４月１日から適用する。 

附 則（規程２３第６０号） 

１ この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（規程２４第２８号） 



１ この規程は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（規程２５第１１号） 

１ この規程は、平成２５年１０月１日から施行する。 

附 則（規程２６第１５号） 

１ この規程は、平成２６年１０月１日から施行する。 

附 則（規程２６第２５号） 

１ この規程は、平成２７年２月１日から施行する。 

附 則（規程２８第４２号） 

１ この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（規程２９第２８号） 

１ この規程は、平成３０年２月１日から施行する。 

附 則（規程２９第４３号） 

１ この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（規程３０第２号） 

１ この規程は、平成３０年４月１１日から施行する。 

附 則（規程令１第４号） 

１ この規程は、令和元年７月１日から施行する。 

附 則（規程令１第１５号） 

１ この規程は、令和元年８月１日から施行する。 

附 則（規程令１第５４号） 

１ この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（規程令２第４６号） 

１ この規程は、令和２年１２月１７日から施行する。 

附 則（規程令２第６４号） 

１ この規程は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（規程令３第４５号） 

１ この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（規程令４第３号） 

１ この規程は、令和４年４月２７日から施行し、同年４月１日から適用する。 

附 則（規程令４第３０号） 

１ この規程は、令和５年４月１日から施行する。 

 

  



別表 文書番号 

一 本部       役員            年.月.日中機役第１号 

                     監事                      年.月.日中機監第１号 

監査統括室           年.月.日中機監査第１号 

監事室           年.月.日中機監室第１号 

総務部           年.月.日中機総第１号 

                      人事グループ           年.月.日中機人厚第１号 

           財務部           年.月.日中機財第１号 

企画部           年.月.日中機企第１号 

イノベーション助成グループ 年.月.日中機イ第１号 

           広報・情報戦略統括室    年.月.日中機広第１号 

           情報システムセンター    年.月.日中機情セ第１号 

経営支援部          年.月.日中機経支第１号 

創業・ベンチャー支援部   年.月.日中機創第１号 

事業承継・再生支援部    年.月.日中機承再第１号 

                  人材支援部          年.月.日中機人支第１号 

販路支援部          年.月.日中機販第１号 

           災害対策支援部       年.月.日中機災対第１号 

高度化事業部            年.月.日中機高第１号 

共済事業推進部        年.月.日中機共推第１号 

共済事業グループ        年.月.日中機共事第１号 

共済資金グループ        年.月.日中機共資第１号 

ファンド事業部        年.月.日中機フ第１号 

国際交流センター       年.月.日中機国第１号 

 

二 地域本部     北海道本部         年.月.日中機北海本第１号 

           東北本部          年.月.日中機東本第１号 

           関東本部          年.月.日中機関本第１号 

                      北陸本部                 年.月.日中機北陸本第１号 

           中部本部          年.月.日中機中部本第１号  

           近畿本部          年.月.日中機近本第１号 

           中国本部          年.月.日中機中国本第１号 

           四国本部          年.月.日中機四本第１号 

           九州本部          年.月.日中機九本第１号 

 

三 事務所            沖縄事務所         年.月.日中機沖事第１号 

 



様式第１（法人文書ファイル管理簿） 

作成年度 

大分類 

中分類 

小分類 

法人文書

ファイル

名 

作成（取

得）者 
起算日 保存期間 

保存期間

満了日 

媒体の 

種別 
保存場所 管理者 

保存期間

満了時の

措置 

備 考 

            

            

            

            

            

            

様式第２（規程原簿） 

件        名 

制 定 

 

年月日 

規 程 

 

番 号 

主務大臣 

届出又は

認可年月

日 

認可番号 

施 行 

 

年月日 

適 用 

 

年月日 

備  考 

         

         

         

         

         

         



様式第３（要領原簿） 

件        名 

制   定 

 

年 月 日 

要   領 

 

番   号 

施   行 

 

年 月 日 

適   用 

 

年 月 日 

備        考 

      

      

      

      

      

      

 

  



理事 監事理事

（伺　　い）

理事 理事

主管

合議

施行注意

決裁区分

保存分類 －　　　　－　　　　－年

日 保存簿冊名

理事 理事

日

月

年 月

理事

文書番号

理事長 副理事長 理事

件　　名

年

監事監事

様式第４　　（原議書）

所属　　　　　部　　課　　　内線

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印

決　裁　日

日

　.　　.　　中機　　第　号

起　案　日

起案者

保存期間満了日

年発　送　日

月

日

日

月

月

年

施　行　日

法人文書ファイル名 

 

印 



様式第５ （法人文書紛失届） 

 

法 人 文 書 紛 失 届 

 

 

          課長 殿 

 

 

 

紛失者所属     部      課 

氏   名            印 

 

 

 下記の文書を紛失いたしましたので、お届けします。 

 

記 

１ 紛失期日 

 

２ 紛失場所 

 

３ 紛失法人文書 

 

 

 

 

 

文   書   番   号 件           名 
 

  

  

 

４ 紛失理由 

 


